
追悼の辞

比較法制研究所所長　福　永　清　貴

平成 26 年より比較法制研究所所長を務めておられた法学部の篠原敏雄教

授が、在任中の平成 29 年 11 月 9 日に急逝された。比較法制研究所の事業の

一つである「第 2 回『東京裁判』シンポジウム」から１週間後のことであった。

シンポジウム直前まで普段と変わらずお元気であっただけに、比較法制研究

所の所員にとっても晴天の霹靂であった。ご本人は、病魔に侵されているこ

とを最後まで一切口にされず、シンポジウム当日も体調を気遣う我々に対し

て「大丈夫！」とだけしか仰らなかった。まさに自らの命を賭してこのシン

ポジウムを成功裡に導いて下さった篠原敏雄先生に、感謝と敬意を表したい。

もとより比較法制研究所は、これまでも所員の日頃の研究の成果の発表の

場（定例研究会）を設けて、様々な専門分野の先生方による学際的な議論や

意見交換を行い、法学部の研究の発展に寄与してきた。なかでも、通算して

10 回を数える「東京裁判研究会」は篠原先生の発案によるものである。これ

は、我が国における東京裁判論そして戦後の日本と日本人の精神にスポット

を当てた研究を目的としている。ともすれば、特定の思想やイデオロギーに

偏りがちなテーマであるだけに間違ったレッテルを張られがちであるが、そ

れを打破すべく果敢にチャレンジした研究活動である。その成果が、平成 26

年と 29 年に開催された「東京裁判シンポジウム」であり、昨年（平成 30 年）

4 月に発行された『新・東京裁判論－ GHQ 戦争贖罪計画と戦後日本人の精神』

（産経新聞出版社）であろう。篠原先生は、「真実を追求する学問の世界に、

右も左もない」というのが口癖であった。また、「過去の出来事を正しく評

価するには、何よりも事実（ファクト）に基づかなければならない。しかし、

難しいのは、何が事実なのかを見極めることである。歴史的真実に近づくた

めには、出来得る限り第一次資料に当たり、それを虚心坦懐に見つめ直すこ

とである」と言われていた。また、ヘーゲル法哲学研究者として、常に大所



高所から複眼的思考に基づいて物事を判断される方でもあった。特に国家論・

国家の構造論については、立憲主義と共和主義の複合体としてのみ存立しう

ることを主張されていた。そのようなスタンスで、篠原敏雄教授を中心とす

る国士舘大学法学部比較法制研究所・極東国際軍事裁判研究プロジェクトで

は、東京裁判をはじめとする GHQ の戦後占領管理体制下での WGIP（ウォー・

ギルト・インフォメーション・プログラム）について研究を行ってきた。戦

後の WGIP 政策を通して、日本人の精神が如何に歪められたのか、戦後占領

期の言論空間がどのように変容していったのかを詳らかにした東京裁判研究

が、今後正しく評価されることを期待したい。

最後に、本追悼号の趣旨を理解し御寄稿下さった先生方に篤く御礼を申し

上げるとともに、篠原敏雄先生のご冥福をお祈りし、比較法制研究第 41 号

の追悼の辞とさせていただくことにする。




